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ここでA＝（見い…，A〃）は、全データ点を包含する  

Gmh山を形成するベクトルである。この最適解β＊  

は技術効率性（TE）を表し、経営誤差〟はC（観測値）  

－C＊（最小コスト）で定義され、次のように測定され  

る。   

〟＝C－C＊＝C（1－C●／C）＝C（1－叫  

ここで甜＝C＊万は、全体効率性である。また、  
Og＝花×Agであるので〟＝C（1一花×Ag）と  

表せる。本論文では入力価格に関する情報が用意されて  

おり、（1）式はTEを測定するために使い、〝やOEの測  

定には以下のDEAコストモデルを使用する。  
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1．導入  

本論文はDEAとGoal 蜘血喝（GP）を用いた  

独自のアプローチを用いて1984年に行われたAT＆T分  

割についての実証研究を行う。  

2．本論文の概要  

AT＆T（AmericmTd軸eandTblegram）分割研究を  

行なったEⅥmSとH血lは、費用関数をトランスロ  

グ形式で近似し、統計上の誤差要素（g＝γ）を仮定し  

て規模の効率性を測定した結果、Bemシステムに自然独  

占は存在しないという結論を得7㌔一方Olm，G岬，  

Su町戚Iiは、同じ費用関数に経営上の誤差（g＝〟）を  

仮定し、目標計画法／制約回帰（m）を適用したが、  

誤差項に関する仮定の違いから前者とは異なる結論を  

得た。そこで本論文は、この2つの独立な誤差成分  

（g＝〟＋V）を同時に含む確率フロンティア費用関数  

を用いてアプローチを行う。   

本論文は、確率フロンティア費用関数を2段階で推定す  

る。第1段階ではDEAを用いて技術効率性（Ⅷ）と配分  

効率性（AE）を測定し、第2段階で、DEAの結果とm  

によりvの絶対帝離度を最小化するという尺度で費用関  

数のパラメータを推定する。  

3．本論文で扱うD踊レ  

DEAにおいて、あるDMUoの効率性は、以下の定式  

化により決定される。  
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ベクトルである。（2）式より DMuのOEは、  

α＝醐弟＝（葺肘∴）／（葺肌），  
と測定される。また〟は〟＝C（1－α）により分析的  

に測定され、AEはA且＝Og／rgにより測定される。  

∫・J・差（P，y）＋ダー年＝加C∴   

＆ノ（P，y）＋弔・一転・＝∫，ニ，  

ギ，年，弔，垢・≧0，  

（4）  
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ここで、打と午（ノ＝1，…，〃）はん（P，r）の正と  
負の誤差変数である。本論文では、（4）式を用い、3つ  

の正規状態を満たすん（叫やg互（P，y）の帝離度の  

絶対値を最小化するという尺度を用いている。  

4．目標計画法／制約回帰（m）  

さらに本論文は、費用関数の推定パラメータを導き出  

すためにmを用いる。ここで、本研究で用いられ  

る費用関数は次のように表現される。  

C＝叩【′（P，y）・vト  

これにより、以下の等式が成り立っ。  

C＊＝C一〟＝叩【′（且y）・Vい〃C◆＝′（P，r）＋v   

ここで、′（ア，y）は費用関数の関数形態である。   

′（P，y）＝α＋∑αf加クf＋∑A加γr  
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Aとク。は≠，ヴ番目の入力価格、γrとγ′はr，J番  

目他のアルファベットは費用関数の推定パラメータで  

あり、3つの正規状態を満たしている。最初は入力価格  

の線形同次性である。  
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2番目の状態は、入力価格の対称性である。  

γ柏＝γ甲   

3番目の状態は、非正の価格弾力性である。  

γif≦現1一旦），ブ＝1，… ，椚，  

ここで∫iはコストシェア等式を表している。  

m ∫  
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（3）式と3つの正規状態を用いて、本論文は以下の  

mモデルを利用してパラメータの推定を行う。  
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5・確率フロンティア費用関数の計算過程   

費用関数の計算過程は以下の通りである。  

＊  STEPl．（2）式により、各データの最小コストC と  

＊     そのときの入力ベクトルズ を求める。  
m・CをC＊、gfを∫i＊＝即ご／C＊に変換する。   

m．全データについて（2）式を解いた後、ST肝4  

へ進むっ さもなくばSTEPlに戻る。   

STEP4．（3）式における確率フロンティア費用関数の  

パラメータを（4）式を用いて測定する。  

丘 AT＆Tデータ群への適用結果  

本論文では、AT＆Tの2出力（域内と長距離電話サ  

ービス）を産出するための3入力（資本金、労働力、マ  

テリアル）の31年分（1947～1977）のデータを使用す  

る。DEAによると、AT＆TではAEとTEの両方が非効  

率的な年次が13ある。さらに、各入力値に対する入力  

価格を比較すると、労働価格が他の入力価格の約2倍の  

速さで増加している。つまり、ÅT＆Tは労働価格の急激  

な増加に対応するために従業員数を毎年減少させる必  

要があったと結論づけられる。   

さらに本論文では、推定された3種頬の費用関数を費  

用加法性の分析に適用した結果、確率フロンティア費用  

関数からは自然独占形成が示唆され、残り2つからはそ  

れを否定する結果が導き出されフ㌔費用加敵性に対する  

こうした見解の相違は、3つの費用関数の推定パラメー  

タが異なった形状をつくり、費用加陰性分析の結果に影  

響することに起因している。  
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